
1.沿 革

日本 カ ンボジァ間の民間友好 団体 と しては、戦後 日

本 VCL協 会 (1952年 日本 イ)/ド シナ貿易協会 と

して発足 、 1936年 改称 )お ょび 日本 カンボ ジア友

好会 (1954盤 発足 )の 2団 体 が あり、 前者は主 に

経 済協 力の問題、後者 は主 に文化 交流の問題 に重点 を

おいていた。

しか るに 1965・T_初 頭、 両 l・
li体 の合 同 と法人格 の

取得 を要望す る声が内外 にお こり、 両団体 有志の手 1/C

よつて新 団体 設立 の準備 が進 め らftる こととなつ た。

同年 7月 に至 り、 よ うや く新団体設立 の方針 もきま り

これ を両団体 の総会 にはかつ た ところ、共 に これ を承

認 しゝ 両団体 は新 団体設立 と同時 に発展解 消す る こ と

を決定 した。

南後、植村 甲午郎以 下 11名 の発起人が「 社 団法人

日本 カンボ ジア協会 J設 立趣 意書 を各 方面 に配布、 同

年 9月 25日 、約 60名 の会員 を もつて設立総会 が 開

かれた。

同生 11月 5日 には、外務大 臣 より社 団法人設立 の

許可が あ り、 ここに「 社団法人 日本カ ンボ ジア協会 J

は正式 に発足の運 び となつ た。
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2。 会 員

法 人会員 と個 人会員 を もつ て構 成されてい る。会員

になるに 17-l、 法人 たる と個人 たる とにかか わ らず、会

員 2名 以 上 の推薦 と、理事会の承認 を必要 としてい る。

現在 (昭 和 41生 11月 )の会 員数 は法人 64、 個人

64、 計 68で ある。

3.組 織お よび役員

最 高の意志決定機 関 たる総会 のほか も常任理事会 お

よび理事会が設け られてい る。通 常総会は毎年 5月 に

開催 され、臨時総会 、常任理事会 お よび理事会は、随

時 必要 に応 じて開かれ る。

役 員の任期 は 2年 間で、現役員 の任期 は 1968年
5月 までで ある。 現役員 は以 下の とか り。

会  長  植 村 甲午郎

副 会 長  久保田 貫一郎

常任理事  稲 畑 太 郎  芝 辻 正 晴

千 賀 鉄 也  松 下 光 広

吉 岡 範 武

理 事 岩 田 喜 雄 大 橋 忠 一

人 林 芳 郎  小 田  親

河 合 良 成  久保聞   豊

小 出 武 夫 小 林 宏 治

芳 賀 四 郎  堀 江 薫 雄

柳 田 誠二郎

監 事 新 谷 哲 次 檜 垣 文 市
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4.日 的 と事業

社団法人 日本 カンボジァ協会 の 目的は、 日本 とカン

ボジア王国 との友好関係 を深め、経済開発、貿易振興、

技術開発への協力、な らびに文化の交流をはか り、相

互の深い理解 と信頼の もとに、ア ジアの平和 と繁栄を

はかる ことにある。

このため、各種必要な事業 を行 なつているが、その

主 たる もf/Dは 、 カンボジア事情の調査、資料の入手・

配布、講演会 ・座談会 ,研 究会等の開催、来 日カンボ

ジア人に対す る便宜供与、機関誌「 カンボ ジア」 (季

刊 )の発行な どである。 また、 カンボジァ文化の紹介

をは じめ、 カンボジァー次産品の開発促進、貿易 アン

バ ランスの是正 に も力を注いでいる。
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